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とり残されゆく農業と地域青年団活動

一北海道の町村部を対象として一
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概 要

高度成長をつづける日本の産業の中にあって， )支梁はとり残されゆく産業という色彩が淡いo J1~村の青少年数字fに

重姿な役í~lj~どはたしている g~村の青少年団体活動も，農業の現実と歩調をあわせるかのような沈滞が各地にみられるの

農村の青少年団体活動と12業の現実とは切ってもきれない関係があるが，どの点にどのような影響を与えているの

であろうか。

今回は昭和39年に道の青少年対策室の委嘱によって北大教育学部社会教育研究室が行なった全道町村部の青少年団

体調査を参考にして，現在おかれた農業の状態を最も総合的に表わしていると考えられる指擦な用いて分析したので

ある。

資料としては農村地，;i?を対象とする青年間科、が最も多く又分布も広い地域青年団の調主主結果を用い，地域汗王子同の

数が比絞的多く227長的な色彩の波L、IsJ村をえらんで，分析の対象とした。
E23長の現状を総合的に表わす指紋ーとして， I.tJ梁農家.戸数の変化と，農業就業人口の変化の二つを選び，昭和351Fを
100とした場合の昭和初年の指数によってそれぞれ三つの型にl玄分けし二つの指襟をくみあわぜて九つの型を設定し

た。対象79カ町村をその型にふり分けた結果，一つの裂は該当町村がなく，八つの裂について先述の調主主結果を組替

え集討をした。

分析にあたっては， []{4'と凶体構成員，団体の経済的側面i.団体の活動的側面の三つに分け，主卒業農家やtt1Dltt支ょ

人口の減少との関係をさぐってみた。

その結果，次の三つの結論と一つの仮定に到達した。

1. lH1業農家や農業就業人口の減少は団体や凶体の構成員の属性や経済的側而にかなり不利な彩幣を普及ぼしている

が，そうした不利な条件の多いところの方が却って活動函で、は活発な傾向がみられる。

2. [11体及び団体総成員に対する影響t土決業就業人口の減少の影響が強く，経済的立wr出(iJ，lJ:;;奈良家の減少のブJが影
響が強い。

3. 総合的にみると， :&;tネ就業人口減少の方がせi業法家の減少よりもはるかに団体の;lli蛍活動上の不幸IJを負う可能

性が強い。

ざすれば，農村の青年団活動にとって，たとえ兼業という中途半端な型であっても，農村社会に残叡している状態

の方が，出ていってしまわれるよりは活動しやすい出が多いのではないかという仮定に達したのである。
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序章研究の主眼と対象

!i 1 研究の主限

日本の経済成長は一時期ほどではないにしても， 1960 
注目

~65年の王jl均成長率は年 9.2%を示し，いわゆる先進問

の中では純一の高度成長を保っている。こうした高度成

長の背米にある政策は，既存の最も生産のあげやすい分

野に資本や労働力を投じて即効的に生産をあげようとす

るもので，~易には効果のあがらない低開発地域の開発

や，後れた分野への抜本約な政策は影がうずくなりがち

であり，非常に重大な分野でありながらとり残されてゆ

くものも多い。

こうした分野の一つに農業がある。 農業も Ilt界的視野
性2)

からみればかなりのテ γボで成長しているが，第E次，
注3)

第取次産業の著しい成長には及ばず，産業関の格差が増

大し，農業人口の急速な他産業への移動を現出してい

る。農業人口の減少自体必ずしも農業の停滞や衰微を主主

味するものではないが，設が国の場合それが近代化の条
注4)

件たる経営規模の拡大にむすびつL、ておらず，したがっ

て生産性の向上にも多くを望めない。 それ放に法楽人口

の減少が発展の方向で、はなく停滞や長徽の方向にむかう

要素が多い。

一国にとってE23長を否定することはできないとすれ

ば，かくの如くとり残されゆく渋業をし、かにもりたてて

ゆくかは重大な課題の一つである。それは国の政策によ

るところも大きいが，結局設業をもりたててゆく力の恨

i駒土設業に従事する人々に{むならず，彼等の自党と努力

いかんにかかっているといえよう。とりわけ渋業の将司毛

主とになう農村の古少年の質的な面での向上をはかること

は， .段も重要な教育的課題の一つであろう。

農村社会が変貌し次第に京徽の色を淡くする仁1"で， f!~ 

j寸社会にあって渋梁に生きがし、を感じj希望にもえた恐い

農業者をそだてることは一朝一夕にはゆかないが，いろ

いろな{則前1から努力がなされている。社会教育的なi隔を

考えても，青年学級， J.盟主主'学園の開設や農業改良，生活

改良事業など十指にあまるものがある。そうした農村青

少年数脊の場にとって，地味ではあるが手l'常に藍要もな

のとして宥少年団体活動がある。この活動は他から知識

や技術をさずける側面よりは，青年が自主的に学習し，

親交をあたためることにより，生産の向上と生活への張

りをみいだしてゆこうとする側面が強調され，青年自身

のt'1'立をうなが?に大きi:f.JJがある。

しかし，この分野のffi要性の割には研究が iづ〉なされ

ているとはし、い難いのである。最近農村の青年間活動も

農業の停滞や衰微の傾向に歩調を合わすごとく沈滞して

いる状態をみることがある。このような沈滞はいかなる

側阪で事実なのだろうか。今回は段村を対象とするほ少

年団体活動が，念、迷に変貌し衰微の方向に向っている民

業の現実にどのような面で，どのような影饗をうけてい

るのかについて，かつてなされたこ庁少年団体活動につい

ての調査報告を参考にして研究を行なった。

!i 2 研究範罰と研究対象

研究対象地域は，北海道のほぼ全域の農村にわたって

いる。 北海道の農業の自在史は浅く，いまだ青年~壮年j切

にあり，府県， tITFに夏目日本の府県に多くみられる壮年~

老年期の農業に比絞して改良の可能性，発援の可能性も

強く，農業の衰微の現象が米だあまり顕著ーにはでてきて

いない地域である。

ところで，青少年間体の数やその種類，分布等につい

ての調交が全道的規模でなされたことは過去に数少な

く，ましてその団体の内容まで、立入って調査がなされた

f7JJは非常に少ない。この滋の調査で最新にして最大のも

のは，昭和37年から39年にかけて道のす少年対策室の依

i鼠によって北大教育学部奥田教授を中心とするスタップ
注る)

によってなされた一連の調査報告であろう。この報告は

市部と町村部の二つに大別され，その調査方法，調査の

くわしさ等も然なるが，今回は昭和39:ij二に調査がなさ

れ，市郊の農村は含まれていないが，広大な農村地'持?を

含む町村部を調査対象としている「北海道町村部におけ

る青少年団体活動に関する調査研究」を中心的な参考資

料として分析を行なうことにした。

この調奈は，言rii述のごとく道の依i!If!lにより当時北大教

育f学部にあった奥間三郎教授，佐々木隆介助教授，布施

鉄治助教授，それに高倉耐呂の4人が調査にあたり，調

査票作成の後四]‘村の教育委員会の手をへて各団体に調査

哀をくばり，それを再度教育委員会の手に回収し，送付

してもらう方法がとられた。調査は昭和39年末から初年

初頭にかけてなされ，ただちに集計し分担執筆なした。

同年8月道青少年対策室のシリーズである青少年健全fl

成指針中の-jmとして印刷された。その際使用した調介命
楽は巻末に示すとおりである。

この調交によると，全道iヲ2U1H村1162m]"村から7T少年
団体の存在に対するおl答があったっょせられた団体の合

計は，ニi1J1f-団体が1413団体， 少年間体 f子供会)が601

団体にのぼった。

このうち少年間体(子供会Yについては.J:也j滅的なか

たよりがilIi;<Ji:にみられ，うとむLろ氏村よりも者11r11j前Gにお
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注引

いてさかんな傾向もみられる。したがって今回の主題か

らややはずれた存在であり対象から除外した。

!?年間体を種類別にみると，地域ii三年団，

クラブ (4Hクラブ)， 農協及び漁協7九三年f{s， 商工背年

会などがあり，連合体組織をもつものも多い。迎合体は

115団体報告されているが，研究の性質上細分された単

位間体を対象とすることにした。

f手佼間体も各種に別れてくるが，対象となるのは，地

域青年間， 4Hクラブ，農協青年音15であろう。ここでは

集計上の重複をざけるために，一種類の団体に対象をし

ぼることにし，i設も多くの町村において存在が確認され，

そして一町村玉fi.均でも最も多数の団体が報告され，調査

された青年団体数の約4分の3を点めている地域単位青

年間の実態に焦点をしぼり，これをE23長のおかれた現状
注7)

と比較検討してみることとする。

第1輩 研究対象の具体的選定と方法

S 1 調査対象町村の選定

J主体的には地域単位青年間の存在を報告してきたのは
ltB) 主8)

1451町村で，これら町村からの位l答は1003[11体に及んだ。

この80%が農業地'好守ピ対象とする間体である。これなE~

菜の現状と比較する場合，その統計約主主少単位は町村段

階であり，単位同体の多くがそうであるような部落単位

までっかみえない。したがって地域単位古年間も i間体

ずつはらして分析するのではなく，町村段階でまとまっ

たいくつかの単位団体のグノレ プをひとつの単位と考え

るべきで，しかもそのグノレーフ川;その町村におけhるグノレ

ープ活動の尖態を相当反映していると信ずるに足るもの

でなくてはならぬ。

したがって 145カ!司J村すべてな分析対象とするわけに

はゆかず，今日は次の三つの条刊を設定して町村をふる

L 汁こカ斗tt::.o

1) E~::KJ也，jijeを対象とする地域ìF!立団体が少くとも四

つ以上羽tflitされているUlJi"L
2) 報告されてきた単位団体のグループの織成メンバ

ーにお日し，全会員中に diめる j1~*従事者の比震が60%

以l二であること。

3) 報告された団体の会員中に111める

がI1fi利40"干の国勢調査における 15~24歳のイト齢の出業従
ItlO)!UJ) 

事者の少伝くとも20%程度を山めていること。

こうした人刊号によって選ばれたi町村は79UIJ村で，合計

683卜Ji科、である。つまりj世JO(liiイiCr'j:¥rFiIからIrll字干のあっ

川町一村の 5'，1;1]強を， I司{本数の 7'，Ifl]弱を対象とすることに

なるc対象l町村は凶 l-Hこ示した。

これを支庁別にみると表 1-1のとおりである。

表 分析対象|町村の支Ji1iiJ分布

I 支 )j'ぞ;

{i Ff 

'" 19 
91f 

19 1 14 
上 24 14 11 ;1JII ヨ
後 19 8 " ，fR r円一ゾ 4 
半脅 10 2 司 23 1 12 
波 18 2 ノゴ、 日

!氾 13 2 Wf 呂

この炎をみると，地域的にかなりのかたよりがでてき

てしまっはたこと百定できない。対象にえらばれた町村

が少ない支庁では，1町村自体からの回答が少なかったり

地域青年屈の数が少なかったり，段業のr"iめる比重が少

かったりして対象にはえらび対仏、恋条件をもった町村が

多かったのである。

S 2 農業の現実を表わす重要な指標の選定

対象の7ヲカ町村の直面する長梁|ねな現実はそれぞれ呉

なるにちがL、ない。しかしいくつかの農業の現実を規定

するような重大な指燃にえな尽して分析すると，似かよっ

た町村同志のいくつかのグノレープに分けうるであろう。

しからば~.~業の現実を総合1'(9に交わしているような重

大な指襟とは一体何なのであろうか。段近みられる著し

い傾向なとらえるには，一時点をとった!符態的な指際よ

りも，多時点をとった動態的な指擦の方がより適当であ

るという前捻にたち，又いろいろなものが考えられるな

かで， 11業の経済的な変化を代表すると考えられるもの

をえらんでみた。それは次の 5点である。

1) 良家一戸当りの耕地街績の変化

2) 農家一戸当りE23美総収入の変化

3) 工)J業・兼業農家の比率の変化

4) 専業農家(兼業i皇家)戸数の変化

5) 農業就業人仁!の変化

この五つの変化をすべて指際として採用すれば A番よ

いのかもしれない。しかし，それでは型の設定の際あま

りにグループの数が多くなって分析に濁難をきたすの

で，えらびうる指標はせいぜい二っか三つ程度で、ある。

上述の五つの指擦を， a)指標としての重要性的他

の指標との関連性， c)正縦な統計の存在， d)分析の際

の単純性の 4点を主要なJJ!索として検討した結果， 4) 

の司PJ菜食家戸数の変化と， 5)の決業就業人仁!の変化の

こっきと指標とすることにした。

1)セ除外した最大の理由は，経営耕地の変化が，農業

生産や所得の治大につながるためには，他のいくつかの

。ノ
〆む
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とり残されゆく農業と地域青年間ili動

指際を伴なわなくてはならないという事情である。 2)を

除外した最大の想!由は，町村別に~ri:;1λ均の粗収入(所

れれを示した統計に，適当な呉なった時点、に調査したも

のがみつからなかったからである。 3)を除外した故大の

浬由は，各l時点、で、それぞれ計算されている比率の変化を

分析する際に複雑化してしまうことを恐れた放で、ある。

つまり，この三つは前述のa)~のまでの判断の指針の

すべてを満たせなかったということである O

4)， 5)は，こうした条件をととのえている。 4)の専業

農家の変化について考えてみると，町村部において専業

農家の減少がみられた場合，それは専業による農業を経

済的な想自でやってゆけなかったことが最も主要な理由

と考えられる。つまり，一戸当りの耕地面積の変化や粗

収入の変化は，こうした事態のl-tJに包揺されていると考

えるc したがって指標としての東要性は亦1敢に高い。そ

して後に述べる設業就業人口の変イととも深い関係があ

るつこれに対する統計ーは農業センサスなどで適総につか

みうるし，分析の際に特に複線になるということはない。

5)の農業就業人口の減少も4)と同様条件をよく満たし

ている。 22業就業人口の減少がみられた場合， w-*決議そ
の減少の場合と同様，決業では生活がなりたってゆかな

くなったか又は民業をやる者がし、なくなったことが主な

理由と考えられる。しかしこのことは出家戸数(兼業も

含む)の減少に際しても向じfH!のが考えられるが，民家

戸数の変化の場合， 112反と計二民家との限界があまりはっ

きりせず，家族のほとんどが他の産業に出てしまっても，

なお細々と農業をつづけている民家も，専業による淡家

も同じ一戸であり，設業の変化に対しては渋業就業人口

の変化ほど敏感でないきらいがあるので，指標としては

農業就業人口の変化の方が適当だということになる。 YH

業民家減少などとの閃係も，]，lj:j長をやめた農家の人々が，

i液業化したまま)f討すに残っていて，民業就業人口があま

り減らない状態と，者srlJに(1:'1，:なオくめて512村からでてゆ

き， !123長就業人口が著しく減少する場合とでは，その町

村のおかれたt132の1充実はおおいに異なることを考える

と，非常に深いものがあるといえる。そして分析の際に

も特に複線た事情はないし，統計も入手できる。だが今

1111入手した統計は国勢調交結果で，これはtt業センサス

とは調子f}jy};が;le:なるためにl自接結びつけられない難点

もなし、わけではなし、。

):2:佐センサスも関勢調1.1も昭和35{F，の報告と40ijの報

(!:を資料にした。先述した下北海辺町村部における青少

年間体活動に出する;JlDft研究;はこの5年間に入る昭和

391Hこなされているから，このIl¥Jに現われた111;ifijの変

化とかιなあわすことができるc

二時点をとって変化をみたのであるが，この間北海道

における設業はどのように変ったのであろうか。

主な項目について支 1-2にまとめてみた。これをみ

ると，民家総数は5年聞に15%近く減少している。これ
注目)

表1-2 北海道農業の最近5年間の変化の主な項目

は草裳J1.~~支の減少E与とほぼ一致している。経営耕地別に

みると， 3 ha以下の民家が4分の l近く減少し， 3 ~5 

haの農家の減少率は全i涯の農家減少率に近く， 5 ~lOha 

の農家は横ばいで，結応10ha以上の農家が36%対的目して

いるものの 4千戸少々の治加であり， 3万戸の減少を

おおうべくもない。専業兼業日ljにみると，専業農家の減

少率は全;立の農家戸数の減少率に近いが，本州方面では

比1i:をb汚している第二種兼業民家の減少が目立つ。この
注13)

へんに北海道の特徴をうかがうことができる。

yT2業の粗収入は50万円以下の12家が大幅に減少し， 50 

万円以上の農家が大幅に消加している。ねーに 100万円以

上の農家は2倍半になり域加が著しい。そして農業粗収

益も10%近く上f+しているが，農業の所得率はむしろ下
ltJ4) 
i涼し，結局生産主主業所得は31.8% (名目)増加したにす

ぎない。この間国民所得はヲ2.7%(名目〉増加し，道民

所得も86.5%(名 11)増加していることを考えると，と

り残されゆく設業の状態がよくわかるのである。そして

そのことの反映のように， 11~*人口は 5 分の l 減少し，

tE菜就業人 I'~ は 4 分の l 減少した。そしてこうした渋業

戸数ゃれた人口の減少は，大土地経常にむすびついてゆ

-71目
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かず，経営耕地は少しではあるが減少してしまい，土地 専業農家の減少の度合によって三三つに分け一方農業就

利用をみると焔の商品ミが減少し沼が増加している。北ぬ 主義人口の減少の度合いよって三つに分けたが，この二つ

滋はにとかく問題の多い稲作に依存する度合は却って取 の要素を組合せて，凶 2に示すような九つのグノレー

している状態なので、あろう。 プにUIJ村を区分しようとするものである。

このようにみてゆくと，全国的にまだ有利な材料の多 関1-2 専業農家数の変化と農業就業人口

い北海道農業も壁につきあたり，衰退の傾向を示してい の変化との組合せ

ることは1&めなし、。

専業農家は15%，J1'1多長就業人口は25%近くも減少し，

この研究で、選んだ二つの指襟も減少の色彩が淡い。専業

農家が5年澗に増加した間I村は20町村近くあるが， 1:~~誌

を主産業とする主なll!J村をえらびだした今問調査対象

の79カ町村の中にはわずかに5町村があるにすぎない。

一方段業就業人口の方は更に減少の傾向がひどく，第一
注15)

次産業就業人口が場1J日している町村は五つあるものの，

農業就業人口の増加している町村はみあたらず，ここで

は減少一色である。したがって専業民家は， J柄引iしてい

る町村もあり，それを無視するわけで、はなl、が，表現上

の混乱をさけるために，1専業222反の減少の度合Jという

表現を以後使うことにする。又農業就業人口の変化につ

いてもJ農業就業人口の減少の度合」という同じような

表現を用いる。

e 3 指標による型の設定と町村の振り分け

専業民家の減少の度合によるグノレープ区分は次のよう

なブj法をとっ7こ。

昭和35年の稼業E123f数を 100 とし，昭和40王子のW5i'~民

家i税減の指数をとった。全道合計では，昭和40午、の指数

は85.2であった。この85.2を85.0に切下げこれを中心に

前後 5%の悩で線をひいたのつまり， J:ljtt主役家の昭和初

年の指数がヲD以上と比較的減少の皮合が少なし、町村〔記

号A)，指数が89.9~80と全道平均に近い水準の町村(記

号B)，指数が79.9以ドと減少の度合が多い!町村(記号

C)の三つに分けた。

農業就業人口の減少の度合によるグノレープ区分は次の

ような方法をとった。

昭和35年♂の国勢調査時における農業就業人口を 100と

L て，昭和 40 年の農業就業人口について指数を;十~)ょし

た。全道会計における昭幸U40年の指数は75.8であった。

この75.8を75.0に切下げてこれを中心に前後 5%の縞で

線をひいた。つまり，農業就業人口の昭和40年の指数が

80以上と比較的流出の度合の少ない町村(記号1)，指数

が79.9~70と全道平均に近い水準の町村(記号 II)，指数

が69.ヲ以下で段業外への流出が目立つ町村 f記号頂)の

三つに分けた。

72 

指数79.9以下
I;e.号C

~就長2 c -

豆、
人 70まで A-II B-II C - II 
tJ 

。〉
化交 j ゴ口氏子~~;.i'if r A -III I B - III I C - III 

関 2に示したグノトーフ"のそれぞれを文章化すると

次のごとくである。

1. A-1...:(1，[業民家の減少の)交合も農業就業人口の

減少の度合もともに小さい〔前者の指数ヲ0以上，後者の

指数80以上〕町村

2. A-II…専業法家の減少の度合は小さいが(指数

ヲ0以上)，設業就業人rlの減少は全道王子均に近い水準(指
数79. ヲ~70) で、減少した町村

3. A-III'" む菜~家の減少の!立合は小さいが(~旨童文

90以上)，農業就業人口の減少は大きい(指数ω.9以下〉

町村

4. B-' 1 ...iy業民家の減少の度合は全道王子均に近い

水準 L指数89.9~80) だが， 12業就業人1=1 の減少の)立合

は小さし、(¥指数80以上)IIIJi'、j

5. B-II ・1，lI-;紅白〈の減少のlli合も就業人口の減少

の度合もともに全近平均に近い水準(前者の指数89.9~

80，後者の指数79.9~70) の町村

6. B-III"'J;II;奈良家の減少の度合は全道平均に近い

水準 (89. ヲ~80) だが，決ゴ長就業人口の減少の!立合が大

きい(指数69.9以下)UIJ村

7. C-I...}1{;)主役家のj成少の度合は大きい(指数

79.9以下〉が， iE23長就業人 1::1の減少の皮合は小さい(指

数80以上〕町村

8. C-II…専業農家の減少の皮合は大きい(指数

79.9以下〉が，民主主就業人口の減少の度合は全治;平均に

近い水準(指数79.9~70) の IIIJ 村

ヲ. C-.III...J)l業農家の減少の!立合も就;宗人口 ý)~少の

度合も大きい(前者一の指数79.9以下後者の指数6ヲ.9以下)

IUJ;f1 

この九つのグノレープは 'Ji:t J1:J:家の減少のブj~中心にし

てまとめると， A-1 . A-II . A-III， B-1 ・B

II・B-III，C'-I・C-II.C…I立がそれぞれ同じ水
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機のグノレープである O これを，それぞれA型， B型， C とに単純に合計ーしたものを規準にした。つまり， この設

型と称する(以下同じ)o~1jf1!J:業就業人口の減少の方を 表 4 同じ型に3町以上を数える支庁名

中心にしてまとめると， A-I・B-I. C-I， A-

n.B-n.c-n， A一刻・ 8ー謹・C-illがそれぞ
れ同じ水準のグノレープになる。これをそれぞれI型， n 
型，斑芸uと称する(以下河じ)。
さて，対象79カi町村を九つのグノレーブにあてはめる

と，表 1-3のようになる。

表 3 各君主に属する町村と合計図体数

ぷ号 *t 名

A-I 新篠7~村， J字国1寸，由仁冊J，
ニセコIJIJ，余市町

A-1I 

A -1II 

B - 1 

B-1I 

日…III

C 

C-lI 

C-III 

これをみると，第 lに自につくことはB 班の型つま

り，専業民家の減少指数が会:道平均に近い水準で，就業

人口の減少の度合が大きいという裂が分析対象の79カ町

村の中にはないことである。その他の8つの型をみる

と，最高はA-nの18町村合計 157団体，最少はA 孤

の 6 町村合~i'51団体，及び C-I の 6 悶J村令長 /'43団体で

ある。

この分布を支庁別に観察すると，一つの支庁から 4r町

村以上が分析対象として出ている支月二の比設が目立つこ

とは当然であるがつのグノレープに3町村以上を数え

る支庁をグループごとにあげると表 4のようにな

る。

つまりc-nを除いてかなり地域(支庁〉的にまとま
ってでてきていることが知れる。

79カ町村を結局八つの夕、ノレーフ。に分けたことになる

が，先に述べた地域青年団の調査結果ーを， このグノレープ

区分に適合するように組憶える作業が次のj段階にでてく

る。この主i昨季えの方法は，町村毎に合計されたかたちで

集計ーがなされている調究結来を，同じ型に属する町村ご

話1くグノレーブ〕 支 IJ' 名

A - 石狩

A - II 主主J，上!J!，後;ふ綴走

A-III 秘的

B I 上111，十勝

日- 11 ト勝， 上111，事寄危

C I J:IJI 

C - II Iなし
C-ml 附

階では町村間の枠を全部はずしてしまって，同じ裂に属

するa!J村の青年間を全部合J十した結果について分析した
のである。

かくして，専業民家の減少と農業就業人口の減少の皮

令によってくみあわされた八つの型を縦糸とし，地域青

年罰の調査の各項目ごとの結果を横糸とし，その関にみ

られる傾向をさく、りだそうとするのである。

その主な分析結果を次の掌で詳述するが，I北海道町村

部におけるこfj:少年団体に関する調査研究Jに使用された
注16)

調査票にみられる項目を，三つの函に大別して分析す

る。その lは，間体及び団体構成員の属性との関係，そ

の2は団体の経済同との関係，その3は団体の活動函と

の関係である。

第2章項詰別の分析

S 1 罰体及びその構成員との関係

イ〉団体の設立年

対象683団体からこの項目不坊を除く603団体について

戦前から現在に怒るもの，終戦直後から昭和30年の間に

できたもの，昭和31年以後に設立されたものの三つに分
注17)

けて分析し，専業民家の減少の度合のゴiを中心にして作

図したのが図2 である O この悶からよみとれる傾向

は、，IJl業農家減少の度合が少ないA裂は終戦前から続し、

ている古い団体が相対的に目立ち，専業農家減少の度令

が全道平均に近い水準のB型では終戦院後から昭和301，'['

までの聞にできた団体が多く， 1;y~農家の減少の!12合が

大きいC型は昭和31年以後に設立された新しい団体が多

いことで，設立;年とjJj業段家減少の税皮の間には一応の

祁関関係をみいだすことができる。しかし渋業就業人口

の減少の度合を巾心に分析してみても一定の傾向はみい

だせなし、。

q
J
 

巧

t
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100 

80 

60 

40 

20 

。
(おJ

11 1I1 Il II 1:1 

図2 団体の設立年
(まIf:1羽131年以後役立の凶休

ロ〉会員数

会員数も三つのグノレーア。に分けて分析した。 31人以 k

の大きな鋭校の団体， 11~30人の中規模の団体， 10人以

下の小さな規模のi重体で、それぞれの占める比率を計算
注目)

し，農業就業人口の減少の度合を*心にして図示したの

が図 2-2である。

100 
ハリハU

80 80 

60 60 

40 40 

20 20 

B 
ABCABC  A C 

II 11 II 1II ill 

図2 2 会 員 数

。}

(1:31人以}心I晶体
史 11~3白人心1"1:仁
eslO人以下山1Mド

この図をみると農業就業人口の減少の皮合が大きくな

ると 10人以下の小説f~な同体の比率が高くなっている傾

向が明瞭にでてきている。しかし就業人口の減少の度合

が地すと31人以上の説校の大きな同体の比率が治す傾向

は仏、みいだせるものの， C-IIなどの例外もあり，あ

まりrYlI阪ではない。干Y*民家の減少の度合を中心として
分析してみたが，就業人口の減少の度合との関係ほど明

瞭な傾向はみいだせない。

ハ1会員中に占める女性の人数

男女同数の団体を含めて，女性の努力の方が強い団体
f1:19) 

のi七ヰ1合計算してみた。図 2 3ー〔イ〕は専業農家の減

100 100 

80 80 

60 60 

40 40 

20 20 

o ，'--'-----' 曹 」一Aι一一一一一一一一一一.幽山一一幽山.幽m一副雌一.一一ム_ J 
(00
、
A A A B 包 C C C oペι)}

II 111 JJ II 111 

図2 3-(イ〉 女性の方が多い

団体の比ネげ;女r，司書tも合わ

少のJJI合を中心にしてえがし、たものでこれをみると，傾

斜のitはあるが，全部左下がりになっていることが日に

っしつまり， J:lji業1332交の減少の)支合が同じ絞度の町村

では，Jl:J:業就業J¥日の減少の度合が大きくなるほど女性

の勢力が強くなる傾向が明らかで，農業就業人口の減少

の度合を巾心にしてえがし、た図 2-3-(口〉をみても民

100 100 

40 

80 80 

60 60 

40 

20ト I I 寸 20

ABCABCAC  

JJ II II 111 III 

殴2-3 ロ〉 女性の方が多い
団体の比ネ llJJ女ii;l:4υ〆合L>!

一74-
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業就業人仁!の減少と女性の努力とは明らかな相関関係が

みいだせる。つまり農村の女性化が地域青年ー団にも直接

的に】ぷわれてきているといえよう C

ニ)会員の増減
在20)

専業農家の減少や!123長就業人口の減少と会員の機読売の

関係はどうであろうか。意外なことに非常に阿方とも籾

関するところが少ないのである。専業民家の減少とはほ

とんど関係がなく，農業就業人口の減少を中心にグルー

プを並べかえてみても，凶2 4に示すように，かなり

2む

20 

20 

40 40 

40 40 

20 

f♂ A B C A B C A C 引っ)

11 11 11 111 日i

国2-4 会員の増減
③… i首却l ③…減少

不規則である。このJとからみいだせる唯一の傾向は，際
業就業人口の減少が大きい取の型は，会員数の減った団

体が他の裂に比絞してかなり多く，増加した団体は逆に

かなり少ないことである。うらをかえせば，農業就業人

口の減少の皮合がある税皮大きくた立らないうちはあまり

会員の減少とは結びついていないことが，この;場限りで

100 100 

80 80 

60 60 

40 40 

20 20 

82 2 目 E B B 
(%) A B C A 臼 C A C (%) 

II JI 11 III III 

図2 5 会員減少の理由に結婚を
あげた団体の比率

100 100 

40 

80 80 

60 60 

40 

20ト斗 20

わ)A A ABB  C C C (iJ 
11 111 Il Il 111 

図2 6 会員減少の潔白に就職を
あげた間休の比率

はいえそうである。

ホ〉減少の理由 (m~'D では，結燃が減少の漂白として非常に有力にな

683体中間281団体は減少団体であったがそのJLJlrちとし り，そして専業農家の減少の度合が増すと結婚を減少の

て，結婚，就職，転11¥の三つが有企力であった了21とれらを 耐としてあげる団体の比率が却ってさがるという逆の

一つ一つ分析し図に表わしてみたが，ここでも専業民家 傾向を示す。

の減少や農業就業人口の減少と明僚に相関するものはみ 今一つ，就職を減少の理由にあげる団体の比率を，尊

いだぜなし、。特に転JUに関しては述べるべき何らの綴向 業民家の減少の皮合を仁r1心として作図したものをどかかげ
もみいだせない。ここではまず農業就奨人口の減少の皮 る(図 2 6)。これをみると，専業民家の減少の度合の

令を中心として結締をあげた団{キの比率を計ぬ算した結果 大きいCの裂において，就職による減少の理由をあげる

をかかげる(図 2-5)。これをみると農業就業人口の減 団体の比率がr'!~J くなっている点、が目立つ。

少の!立合が少ない町村 (1~'D では結婚を減少の理由と へ)会員の年齢の幅

してあげる団体は少ないが，それが，専業農家の減少の 地域青年間の対象年齢と考えられる年齢を15~17歳を

皮合が大きくなると2、速にふえてくることがわかるっそ a， 18~20歳を b ， 21九 25t，)誌をし 26歳以上をdという

れに対して民業就業人口の減少の度合がより大きい町村 記号てど設定して四つの年齢に分け，会員の年齢援をみた

R
J
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設22)

結予誌を用いて分析した。具体的には a十b，h十 C，

c+dという生F齢の近い種類の隠からなる団体と a+

b十 c十 dというすべての年j習の者を含む団体となえら

びだしてその比率を計算した。図2-7は農業就業人口

の減少の度合を中心とし作図したものである。

20 

G 
(V1 0; 

20 

40 
40 

40 40 

20 20 

8 
(%) A B C A B C 

II 11 II III III 

a ......15~ 17才

b......18~20才

c .... .21 ，25才

d ......26才以上

~2 7 会員の年齢の紹
③a+b十C'トd (Ba十band b十cand c+d 

これをみると，民業就業人口の減少の度合が少ない町

村(I型)のグノレープでは年齢の近い2種類の年齢から

なる間体の比重が他の型よりも多く ，~Jjl'f年団体に崩

ずる対象年鈴を越えた者まで含む4積額すべての年限の

者がし、る団体は，農業就業人口のi北少の皮合の大きいJiI]

村(狙裂〕のグノレープでみられる。このことは，J1~業就業

人口の減少の度合の少ないところでは年齢をある程度i又

切っても会員の大幅な減少等間体を維持する最少限の条

件を満たせなくなることは少ないのに土、jし， 12業就業人
口の減少の伎一合の大きいところでは，それだけf'j"'fι!fjの

熔もうすく， f況に対象~F持告をこえた人々までとどめてお

かなくては団体が維持できないという現実念表わしてい

るとf!J卒;ff¥できないだろうか。

ト)会員中に占める農業従要事者の比率
校二23)

会員中に占める農業従事者の比率と専業tZ家及び， t15

3柔就業人口の減少の度合と比較してみた。専業民家の減

少の度合を中心として作関したのが図2-8…(イ入民

業就業人口の減少の皮合を中心にして作図したのが図2

8-(戸〉である。

この二つの表から次のような傾向がみいだせる。

100 100 

『

20 

80 80 

60 60 

40 40 

20 

。' I 0 
(%) A A A B B C C C (%) 

11 111 II 1I 111 

図2 8ー(イ〉 会員中に占める渋業

従事者の比率

100 100 

80 80 

60 60 

40 40 

20ド I -l 20 

o I ・ z ・ a ・'----'

(%) A B C A B C A C (%) 

II 11 II JlI III 

図2-8ー(口〉 会良中に占めるf223長
従事者の比率

1) 1X12-8一(イ〉のグラフが三本とも左下りになっ

ていることから， 11i-7奈良家の減少の皮令が同じ科皮の町

村IHJiぶでl工， JJ:J:)長就業人口の減少の皮合が大きくなれば

なるほとや会只斗3に IJî める)~:J~従 'lí名吟の比率は低下する ι

II) I羽2 8--(1'1)のグラブの高さがーシロー診彊と

左にゆくに従って低くなっていることから，会員1;1"にIJi

めるiJ2業従事者の比率は，設業就業人口の減少の度合が

大きくなるとかなり明瞭に低下する。

ということで，それだけ他の職業の人(公務員等1の

比ょ容がおまってくるのである。

チ)高卒以上の学肢の会員をもっ団体の比率

限2-9は，高卒以上の学際の者を会員に持っている

団体の比率を計 t~l し， 711業就業人口の減少の度合をr[ l心

司
〆
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100 

鍋吋

80 80 

60 60 

40 40 

20 20 

o L....-l・ E ・L--L..-..l 0 
(?a A B C A B C A C (a~l 

lf Il Il 111 111 

図2-9 高卒以上の学歴の会員を
もつ間体の比率

にして作12(!したものである。これによると，農業就業人

口の減少の皮合が軽微な I型と，逆に減少の度合が大き

し、国型がし、ずれも;tCFがりの傾斜を示し，農業就業人n

の度合の同じ町村同;iL;では専業農家の減少の度合が大き

いと高校以上の学歴の会員を含まない団体が多くなる傾

向がみられる。しかし設業就業人口の減少の度合が全近

平均に近い水準のE型は， B-IIが例外的な傾向を示し，

I型，国主主にみられるような関係はなりたっていなし、。

今一つ悶立つことは，民業就業人口の減少の)li[合の著し

い頂型は，高校以上の学際の会員をもっ団体は70%にfpliJ

たず， 1也の裂に比較して A段とネが低いことであるο

リ〉高校以上の学径の会員の1団体当りの平均人数

高校以上の学療の会員をもっ団体数を分母にして，高
担':25)

校以上の学自主の会員の一団体当りの平均人数を計算し

た。図 2-10は専業民家の減少の!文合のブjを中心にして

{乍闘したものである。 高校以上の学歴をもっ会員の平均

人数と工n業j史家の減少とのn百にはほとんど相関するとこ
ろの傾t{'Ji土ないが， jfI-3住民家の減少の皮合の大きいCJXIi

ではいずれも 5人前後で， 11むの裂の平均人数と比較する

と相対的に低いっチ〕にあらわれた結'*と考えあわぜる

と，1H-~業民家の減少や11'k*就業人口の減少の度合が大き

01 ・ z ・・ ，0 
人 AAABBCCC 人
数 数

Il 111 Il Il 111 

図2-10 高校以上の学肢の会員の l

団体当りの平均人数

100 !日日

『

20 

80 80 

60 60 

40 40 

20 

(;0ノ AAABBCCC

II 111 11 イ日

図2-11 男子会員r=f=fJ;~業をつくや
ものの比率

G 
(%) 

くなると，会員の争ftiミの而にも本fl当拶務があることが知 図2-11¥1男子会員中農業をつぐもののl七本を"If業法

れるo 家の減少の度合の方をひとまとめにして{乍凶したもので

タ)男子会員中農業をつぐものの比率 ある。これによると，iJj.業民家の減少の度合が全道の平

"[.}i -;K J1~家の減少と決家のあとつぎネとの関係はどの13 均に近い水準のI33!や，より減少が大きいC型では~司は

!立でてくるであろうか。結論的にいうと一見本IJ当な相|月 左下がりになり，一応農業就業人口のj立合がj脅せばあと

関係がありそうなあとつぎ本との関係も， *1際にみると つぎ本はへるとL、う傾向はみいだせるものの，専業民家

W'%!:ネの低下や疫系就業人口の減少とほとんど関係がな の減少の度合の少なL、A型では余く逆の傾向がみられ

いということである。 る。ここでも，専業農家の減少が一定銀皮までゆかない
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とそれだけヰ{業収入のある間体の割合は少なくなるとい

う関係が成立していることになる。

一方，会費収入の方を表わした図 2-13ー(ロ〉はきわ

めて不規則なかたちを示し，会'll(~ど徴収する団体と， 22

3長就業人口の減少とは閑述がないことが知れる。つまり
会費徴収は事業収入に比絞してそれだけ団体にとって一

般的なものであるといえる。

ハ〉総予算中に占める事業収入の割合

総予~{~i~lに事業収入及び会費収入がどの程度の比煮を

占めるかを計算し，今度は専業農家の減少の12E合の方を
注目)

ひとまとめにしてグラブにした。

関 2-~14-(イ〕は事業収入の;羽合で、あるが，汚染民家

の減少の皮合との関連はほとんどみいだせない。

一方図 2-14-(ロ1は会費収入の割合を示したもので

あるが，ここでもすべての型についていえるような傾向

G 
(%) 

(お)

i目。

80 

60 

100 
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60 

40 

40 

20 

20 

A B C A C 

11 II II lJ[ lJ[ 

会費収入のある団体

日 C A C 

事業収入のある団体

「¥f'-，f¥

A 

II 

C 

国2-13-(ロ〕

図2-13-(イ〕
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*就業人口の減少の度合の方を中心にしてえがいたもの

である。 123長就業人口の減少の度合が少ない I裂と逆に
多い顕裂はグラフが左下がりになり，減少の度合が同じ

111]村|百j志では専業民家の減少の度合が多くなるとそれだ

け玉子均予算規模は小さくなるとL、う関係が成立する。農

業就業人口の減少の度合が全道平均に近い水準のH裂は

C-IIの予算規絞が大きいために I型，政君主にみられた

関係は成立していない。しかし，全体的に予算，規模との

関連が1RIi:t見出来ないほどみられることは事実である。

ロ〉事業収入及び会費収入のある自体

間ti;の子詳の内容をみると，事業収入と会'll(JlX.入に依
注28)

存するところがきわめて大きし、。そこで事業収入と会費

~又入について検討を加えてみよう。

関2~~~ 13--(イ)(工事業収入のある同体の割合で，図2

-13ー〔ロ〉は会費117.入のある同体の割合で，双方とも 11~~

就業人口の減少の!支1fのブiをひとまとめにしてえがし、

てある。

関2--13ー〈イ〉をみると，グラブは三本とも左下がり

であり，したがって，農業就業人口の減少の度合が戸!じ

間芝の町村向志では，専業農家の減少の度合が多くなる

イ〉平均予算額

専業農家の減少や農業就業者の減少が団体の経済的例!

而にどの程度影響を及ぼしているかを検討する。
主主27)

まず団体の予算の平均規模からみよう。図2-12は民

と， E2業就業人口の減少があとつぎネの低下に影響を及

ぼさないようにみえる。なお，設業就業人口の減少の度

合の方をひとまとめにして作図をしてみたが，何らの傾

向もみいだせなかった。

G
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円
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団体の経済的な側面との関係
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団体予算の平均額
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;日臼 r 100 1れP
100 

80ド -l 80 

60ト -l 60 

40ト l r. / I -l 40 40ト i 』 1 -l 40 

20ト I I -l 20 20ト目11111111111111111 sIIIIIIII L四国fII1'I'Ill イ 20

。
ゾ01 A A A B B C C C 

11 111 11 II 111 

図2-14-(イ〕 総予算中に占める

'jf.業収入の割合

100 10日

80 80 

色。 60 

40 -1 40 

20 

。
(σムj

20 

。
(%) A A A B B C C C 

11 111 1I Il日

函2-14-(ロ〉 総子ri~中に占める
会費収入の割合

はないだせない。示こだw業52家の減少の&令の少ないA
Z己t\工，イ也の出Hこ比絞して会'l~J収入の総予X~'I'に占めるi七

[(が{民いことが明欧にわかる。

二〕会愛収入の大きさ

会只11詩人から11¥る会党の収入は， !JT:，{~収入よりもより
うけるのでーはないカ、との仮

Æの下に，会î~JI又入について更に立入って観察してみた

L 、。
百'30)

劉2-15'工会111JI7.入のま色対額で，T}rÄ~i)~~家の減少の!支

て干会'it心において{午図したものである。ごく人命ざっぱな

傾向としては会fi収入5千円以下しかない団体の'.'，:1]合

は江梁民家の減少の皮合にしたがって増加し， 1 jj円

以 J::の会代収入のある間体の，，1:1]合は):l立に減少しているこ

o 1 臥!I!II!!I!!!I!I!" "I!!I!'!I 1I1!!I!!!!!!I!I!1I 

(%¥ A A A B B C C C (%) 

Il 111 II II 111 

図2-15 会費収入の大きさ
⑨ 1万円以 iのほj'本のおi合

千~1 万円の問の関!キの't，\\C?i 
千円以下の団体の:!;Ij合

とが指備できるが，あまり明僚ではない。切らかにいえ

ることは，専業j史家の減少の度合が大きいC裂が{自の忍!

に比絞して金額が小さい団体が多いことであろう。

ホ) 1人当りの会費〔月額〉
注目)

ここでは1人当りの会費との関係をみた。会裂を月額

30円以下と61円以上とその中聞の三つに分けて分析し，

E2業就業人口の減少のjjZ合のブiをや心において分析をし

た。 Izl2… 16である。
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図2-16 会授の l人当りn飯

これなみると，民主i就業人口の減少の皮合が少ない I

1M!に， 61円以 Iニの会交を徴集する団体が料に多いことが

日ιつO ここでは， f巴叉就業人口の減少の度合の少ない

n
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町村の間体に属する人々の余カといったものを感じさぜ

教育学部紀要第 14号

る。

へ〕会費徴収実績

当初にもくろんだ会費収入を結来的に予定通り徴収出
注目)

来Tこか存かについても分析してみた。ザ1業民家の減少の

JIE合の方を中心において，日程:額のヲ0%以上を達成した

同体の比率を示したのが，図2-17で、ある O これをみる

と特に自立つのは，専業設家の減少の皮合の大きいC型

に属するものにおいて会費徴収実績がとりわけ惑いこと

で，しかも，農業就業人口の減少の度合が大きくなると

90%の徴収を達成て、きなかった団体が急速にふえる傾向

て、ある。

100 100 

20 

80 80 

60 60 

40 40 

20 

A A A B B C C C (%) 

Il III II Il III 

図2-17 会費徴収実総
(予算額の附以上徴収)
したE君津の比率

以上ユ)，ホ)，へ〕をみてきたが，会費徴収について

は部分的ではあるにせよ，段業就業人口の減少や専業農

家の減少が，おおいに影努を;及ぼしている分野の一つで

あることがわかる。

ト〉国体の財漆の有無

各団体のもつ財産も農業的な背去とおおいに関係があ

50 60 

40 40 

20 

a 

l

i

 
l
 

i

-

-
1
1
 
図2-18 団体の財産の有無
りは戸主のない団体の比率)

りそうだという想定にしたがって，財産についての一巡

の分析を行なった。
注33)

まず財産を一切もたない団体の比率をみよう。専業農

家の減少の度合を中心にしてえがし、たのが図2-18であ

る。これをみると，専業農家の減少の度合とは全体的に

は関係がみいだせない。しかし減少の度合の大きいC型

で設も財産をもたない団体が少なく，減少の度合が;全道

平均に近い水準の裂でま!Jって財産をもたない団体が最も

多くなっている点が目立っている。

チ〕団体の財産(種類別〉

団体の財産の有無については農業的な背景が直接的に

て、てきているとはし、ぃ難し、が， J主体的に財産を種類別に

分析してみると，かなり一致する点がみられる。

団体がもっている 4種類の主な財産，すなわEi4)逮勤
用兵，視聴覚機具，土地，図苫について分析した。

運動用具をもっている団体の割合については，専業農

家の減少の度合を中心にして作図してみた。図 2-19で

100 100 

80 80 

60 60 

40 40 

20ト I -l 20 

(? 0) A A A B B C C C (?o) 

II 1lI II II 111 

函2-19 図体の財産
(運動舟nをもっている凶作の知hj-)

ある。これをみると，おのおののグラフが三本とも左下

がりになっている。つまり，専業農家の減少の度合が同

じ町村同志では，農業従事者の減少の皮合が少ない町村

に潟ずる団体ほど運動用兵をよくもっていることにな

る。

祝百恵、党機具の所有の有然については， lIII図とi可様専業

農家の減少の度合のブjを中心にしてえがし、た関 2-20に

示した。ここでは，運動用具の場合とは逆にグラブがす

べて右下りになっているめずらしいケースがみられる。

つまり， W業農家の減少の度合が同じ程度の町村問志で
は，農業就業人口の減少の度合が大きいほど視聴'立機具

をもっている団体が多いことを意味し，今までし、くつか

-80 -
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函2-20 団体の財産
く滋申告究機只をもっている凶作心部合〕
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図2-21 団体の限度
(土地をもってL、る団体の2i1J合〕

~， ，~ 

40ι 寸40

20ド E¥/I -l 20 
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II 1I II III 111 

図2-22 団体の財産
L凶湾をもっている周作の割合〕

でてきた傾向とは逆の現象がみられるのである。

土地についても，前{混同様リj.業農家の減少の皮合の方

を中心においた阪で表わしたo [ZJ 2 -21である。これは

全部の裂をつらぬくような傾向はないが，土地をもって

いる団体が多いのは，専業民家の減少の度合の少ないA

mに属する[遺体が目立って多いことが指摘できる。
:It1:後の図書については，民業就業人口の減少の度合の

万全，+，心として作図した。 図2…22である。これも全部;

の型をつらぬくような傾向はないが，農業就業人口の減

少の大きし、班型に属する間体では図書をもっている団体

の比率がひどく{~ì:い。

以上いくつかの傾向がみられたが，財産の有然だけをど

問題にしたごく表函的な分tfiにすぎず，更にもっている

財政のJ主体的内容まで立入って考察してみると，さらに

多くの傾向あるいは黙なった傾向がでてくる可能性があ

ると思われるが，別の機会にゆずることにする。

S 3 団体の活動的な側面との関係

イ)文化活動をとりあげている団体

ここではまずとりあげている活動の種類を官官僚と同様

先に設定した八つの型について分析していこう。

とりあげた活動の種類のうえでの平均数からはみいだ

しうる傾向はほとんどない。つまりす'}業農家や農業就業

人口の減少はとりあげた活動の数にはほとんど影響を与

えていない。

しかし，活動の種類別に一つ一つ検耳、Iしてみると一応

の傾向がみいだせるものが多い。間2-23は文化活動を
注35)

行なっている団体の比率を，農業就業人口の減少の度合

のガを中心にしてまとめたものである。
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40ド /1 斗 40

20ト I -l 20 

O 
A B C A B C A (οふ)

1I II 1I 111 日

臨2-23 文化活動てどしている凶体

これをみると，農業就笑人口の減少の度合は大きい阻

型に属する図体は文化活動をとりあげているネが一段と

低いことが第 iに目立つ。父I型， 1I :n;~.， III裂の各グラ

ブそれぞれについていえることは，農業就業人口の減少

が同じ程度の町村の場合，専業農家の減少の度合の少な

いA型のi遺体は，減少の度合の大きいC型よりも文化活

動をとりあげる率が低いことである。

ロ〕社会奉仕活動をとりあげている自体

図2-24は，社会奉仕活動をとりあげているi主体の比

率宮)農業就一業人IJの減少の度合をや心にして附した

ものである。ここではあまりきれいにでてきていないが，

tE業就業人口の減少の皮合が大きくなると，それだけれ:
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100 100 
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図2-24 社会奉仕を行なっている団体

会奉仕活動を行なう団体が少なくなってくる傾向がよみ

とれる。そして，農業就業人口の減少の度合が最も大き

いm型は文化活動の場合と河様にとりあげる団体が他の
裂に比絞して少ない。

ハ〉スポーツ・レクリエーションをとりあげている団体
注出)

こんどはレクワエーションについて， lIIJ図同様農業就

業人ロの減少の皮合を仁1"心にえがし、てみたο 図2-25で

ある。

100 

/¥  ...---
80 .開

60 ト

40 

20 
ー

。
ρA  B C A B C A C 

Il II Il 111 III 

図2-25 レクリェージョンを行な

ってし、る問{本

100 

80 

60 

40 

20 

スポーツ・レクジエーションをとりあげている団体は

どの型においても90%をこえ，大きな廷はみられない

が，農業就業人口の減少の度合が大きいC型の|現体は100

CJ{; このf;fiifSiJをとりあげている )f~がìtll て、きる。ここでも

前二つの活動liiJ係C裂が他と S'~なった似 lí'J 合以している

ことになるが，社会不11:や文化;市主hとは逆にとりあげて

-32 

いる1:Jlf4;:が多いケースである。

ニ〉学習活動を行なう間体の平均回数

学資活動をとりあげている団体については民業就業人

1:1の減少の皮合も専業決家のi五少の度合からも;ヨ及すべ

き傾向はみいだせなし、。

しかし学習会を開いた回数を各型別にみるとあまりき

れし、には!日てきていないが，一つの傾向がみいだせる。
注36)

学夜会きど開いた平均回数を!EE業就業人口の減少の度合の

ブj:を中心lこえがし、たのが図2-26であるoこれをみると，

12 12 

10 10 

A B C A B C A C 
@J回
宅Il][ Il 111 日数

~2-26 学習活動を行なった間体の
平均回数

E2業就業人口の減少の度合が大きくなると次第に学三密会

を開く回数が:J:誇大するということがよみとれるo そして

f企業就業人口減少の度合が少ない I型においては学習会

の関かれる回数が他の裂に比較してかなり少ないことも

指摘できる。こうした傾向はレクザニヰージョンの場合と

同様，農業就業人口減少の度合が多い型の同体のブJが活

動がさかんなケースであるが，あくまでも回数のうえか

らいえることであって，その内容についてみると叉呉な

った見方がで吋きるかもしれない。

又，専業決家の減少の度合を中心にして作図してみる

と，傾斜の設はあるが，グラブが3本とも右下がりにな

る。これはTJj，*民家の減少の度合が同じ程度の町村同志

では，間体のとりあげる学沼会の回数は於業就業人仁!の

減少の度合が大きくなると垢1大する傾向にあることも切j

i僚に指摘できる。

ホ〉生産活動をとりあげている団体
it35) 

~I:.産活動につし、てl 主どうて、j;)ろうか /ì 支でみてきた

同つの出動と呉なり， !?:lt就11J片の減少の[7Z???をIJ1{}と



とり残されゆく72菜と地域-百年団活動

して分析してみても傾向はみいだせず，専業民家の減少

の皮合の方とむしろ関係がみいだせるのである。怪12

27は，:(lJj長 Jl~家の減少のjjをi ド心にして1'1二図したもので

ある。これをみるとあまりきれいにはでてきていない

が，専業農家の減少の度合が大きくなると，生産i舌動を

とりあげる間体もふえてくるという傾向がみられる。

|日目

20 

ハ
υnu 

80 80 

60 品目

40 40 

20 

A A A B B C C C 

11 1I1 11 11 111 

閤2-27 生産活動を行なっている団体

、jフ

へ〉実技研修をとりあげている団体

災技研修をとりあげた間体の比45:専業般の減少
の!立合をや心にしてfF1Z1した。図2-28である。この凶

からよみとれることはまず， T;11ム業農家の減少の度合の少

ないA~と大きい C !c訟をよ七絞すると， ここでもC裂のブi

が実技研習をとりあげている凶体の比率がおいことであ

る。又， }~tJ(業決議その減少の度合が少なし、A型と金道平均

に近い水準のB型はグラブが右下がりであり， Y723長就業

人口の減少の度合が大きくなると，より多くの団体が尖

技研修をとりあげる傾向にあるに対し，

!交合が大きいC裂ではグラブが左下がりで， A型， B;I¥¥I 

とは巡の傾向にある。

ト〕学習研修内容別にみた関係

今までとは少し視野をかえて，どのような内容の~J!.習

や実技研修を行なっているかについて問答を求めたブリ

ーアンサーを再集計して， ~'1:湾活動の内容と専業段家や
注38)

渓業就業人口の減少との関係を観察してみた。学習研修

の内容に関した回答は千差万別であるが次のように大別

した。 a)生産的学習(研修〉をとりあげている国体，
設39)

b)主主j舌的学習(研修)をとりあげている間体， c)交
法40)

歓をかねた学習活動を行なっている団体， d) rJ:j谷には

ふれていないが，講演，討論会等を行なっている団体，

e) ?tf年学級と合併したかたちで、学習活動を行なってい

100 100 

80 1]0 

60 60 

40 

20 20 

o 
06) A B C A B C A C 

11 1I 11 111 I11 

図2-29ー(イ〉 生産的学習， {j}ff，与を
行なっている団体

100 

100 ，100 
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80 

60 

40 L I¥ハIT I 1¥. J 40 
40 

20 l繭 i I I I I I J 20 
20 

80 

60 
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図2-28 'J~技研修を1] 7なっている団体

o !・・ ・

(%) A B C A B C A C (o) 

11 11 Il 111 111 

関2-29ー(口〉 生活的学潔，研修?と
行なっている団体
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る団体，f)団体連必'学習その他をとりあげている団体

の六つである。

この六つのうちb)，a)， e)，をとりあげている団
討::41)

f4，が特に多いので，その三つについて言及する。
図2-29-(イ〕及び(ロ〉は生産的学習，研修を行なっ

ている団体の比震を農業就業人口の減少の度合を中心に

作図したものであり，図 2-30はW業農家の減少の度合

を中心にして作隠したものである。

図2-29-(イ〉の生産的学習(研修〕をとりあげてし、

る弱体の比震をみると，比1ftの訟も低い A-Iを|徐く

と，農業;就業人口の減少の度合が大きい皿裂の比重が低

L 、。叉図2-29-(ロ)の生活的学習〔研修)をみると，

比重の最も低いB-Iをl徐くと，ここでも農業就業人口

の減少の度合が大きいm型の比震が侭L、。
そしてこのこつの学習内容なとりあげた悶休な合計す

ると， (一つの団体が二っともとりあげた場合2図体と

して，延団体の比重をみると)，ここでもC型は最も低

い水準にある。つまり L、ずれか一方しかとりあげていな

い団体の比重が高いことにほかならない。

関2-30の青年学級と合併して学習活動を行なってい

る団体の比率をみると，工学業農家の減少の度合が多いC

型の比率が段も低くなっている ιとが切らかである。

100 ・100

80い-l80 

60 1- ""1 60 

40ド邑 -; 40 

20 f- I I ¥寸 20

D (l;;A i 8B  C C C (日
Il 111 Il 1I 111 

図2-3日 青年学級と合併して学習lii5
意uを行なっている間休

この三つのグラブからいえることはぷ業農家や農業

就業人口の減少の度合が大きくない型に属する団体は，

生産的学習や生活1i'9学習はては百年学級といろいろな倒

的!からの学習や実技実習を行なう団体が多いのに対し，

減少の度合が大きい型に属する団体では，多角的な学資

(研修〕をする団体は少ないという傾向がある，とい行

ことである。
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チ〉機関紙をもっている盟体

ここでは先の種類別にみた活動状態から更に具体的な
缶詰)

前iに入って機関紙をもっている団体の比率を計算してみ

た。図2--31は専業農家の減少の成合を中心にしてえが

100 100 

80 80 

60 60 

40 40 

20 20 

(%) A A A B B C C C (%) 

Il 111 11 11 111 

図2-31 機関紙の有無，機関紙をも

っている団体の割合

いたものであるのこれきrみると，グラブが三本とも友下

がりであり，今まで数回でてきたところの，専業農家の

減少の度合が同じ程度の町村では， :R~業就業人口の減少

の度合が大きくなれば，機関紙をもっている団体の数は

少なくなるという傾向が明瞭にでてきている。機関紙の

発行は間体活動にとってきわめて重大な役割をはたす

が，はなはだ手間のかかる活動であることも事実で， tE

;来就業人仁iが大幅に減少しているような地域ではなかな

か思うようにまかせない状態であることがこうした傾向

から知りうるような気がする。

リ〕団体活動の自己評価

最後に，各団体の支任者に自分の属している団体の活

動は活発なブ1か不活発なガか普通か三つのうちのどれか
注43)

を自己評俗iしてもらった結果な分析してみよう O

凶2--32は，専業EE家の減少の度合を中心にして，下
段は活発だと思うと答えた間体;の比率，上段は不活発だ

と答えた団体の比率ををかかげたものである。

下段の活発だと思う )jのグラブをみると，簿業農家の

減少の度合が大きくなると，活発に活動していると思っ

ている団体がふえるという傾向はかなり大ざっぱだがよ

みとることができる。

これに対して上段の不活発だと思うとする方のグラブ

をみると，専業農家の減少の度合の少ないA型!にそれな

あげる同体が多く， B明， CJWと減少のf伝子Fが大きくな

るにしたがって少なくなる傾i句が明般にみられる。
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図2-32 活動の自己i制I民
争不活発だと思う <i活発だと Jむう

つまり上段と下段をあわせてみると，写楽農家の減少

の度合が少ない方の団体は不活発だと自己評価する団体

が多く，減少の度合が大きくなると活発だと自己評価す

る団体が多いという傾向がでてくるのである O この結ヨミ

は今まで見た限りでの活動部の傾向とi七絞すると，ある

程度あたっているように思われる。

S 4総括

やや京複するが， riiT 3 ifriで検討した傾向をここに総括

し，一覧表にしてまとめてみた。

総括表

O 何らかの関係があった境問
X 3及すべき関係がない項目

1 [遺体及び団体構成員の続性

の
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減
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2 団体の経済的な側面

〕平均予算:叡 × 

。1…61円以上の会交の
[現件‘多し
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結 論

以上のような分析からどのような結論がみちびきださ

れるで、あろうか。

三つの側面に分けて分析したので，それぞれについて

まず検討してみよう。

1) 閏体及び団体構成員のE毒性との関係

特に重要さと忽われる10項目について分析を行なった

が，その多くの夜間主，専業民家の減少やtZZ長就業人口

の減少などと何らかの関係がみいだされた。しかもそれ

はすべて専業農家や~*就業人口の減少の度合が多いC

型や狙裂に属する町村の団体にとって不利であるか少く

とも不利な条件の方が多い項目ばかりであった。関係が

みし、だされ仕かった場合も少なくなかったが，決して不

利tI:.材料ばかりなえらびだしたわけで、もない。しかもそ

の大部分が.ry*，農家や渋*就業人仁lの減少と偶然にAI:l
IYJ的になったのではなしその影響の結果そう iなったと

考えられるο

Jy'}長J~~~;てやJ7L;?と就業人口の減少の結来. c型や朋型の
IIJJ村の団体;は次のような不利な条件の下にさらされてい

る。会員が減少した団体が多く団体当りの会員数は

10人以下の小規模な間体iJ;多く，会員の減少はがi燃や就

職によるものの比率が高く，会員の"'1三鈴の III~;は IÞ. く，年

少と年H:のfGが10歳以 j.に;1する間外;が多L、。そして，
高校J:JJ:，の学艇の会員をもっ同体が少なく，しかもそう

Ltこ学肢をもっ会員の l間休刊~人数も低L 、。そして11

栄のあとつぎ率もあまり差は大きくないが{むの型と比較

すると低い水準にある。

また，必ずしも不利な条件とiれ、えぬかもしれない

が，最近10年以内にできた{ζ統の浅い間体が多いこと，

tztl:の人数が切れとiliJじかそれより多い国体が多いこ

と，民主:託みれ右の全会只rl"にIliめる比i]!:が低いことなど

四 86-



とり残されゆく

の関係もみられる G

つまり，考えようによっては， c;lIiIiや医型にI，iif，する町

村のs!k染地滑な対象とする間体は目下八ガふさがり的な

立場にあるといえよう。

2) 自体の経済的な側面との関係

1)でみたような状態は当然経済閣にも大きな影響を及

ぼしているO ここでは8項呂に分けて分析したが，前段

の団体の収入額についての分析と，後段の財産簡での分

析と二つに大別できょう o このうち前者の方は専業農家

や農業就業人仁!の減少が明らかに不利にはたらいてい

る。

団体の予算規模が小さい団体が多く，事業収入のある

団体は少ない。いきおい会費収入にたよる傾向が強くな

るが，会費による収入の絶対額は小さな団体が多く

人当たりの会費の月額も安い団体の比率が高し、。そして

その会資も当初予定した額を徴収できなかった団体も多

いのである。

このように， IH築設家や農業就業人口の減少の大きい
町村にある団体の収入商をみると，貧困な状態が目立つ

のである。

ーゴrj，団体の財産面における功業良家や淡業就系人仁!

の減少の大きいC;lIiIi，狙型の状態はどうなのであろう

か。{也に比較して，財産をもっていない団体は少ない。

そして視聴覚機兵などをもっている団体の比率も高い。

しかし運動用具，関-A 土地などの所有状態はやはり ]li~

L 、。

団体の経済的な側同では， JH主~J~~ぷや民業就業人口の

減少の度合が大きいi町村に』認する団体の乏しさが日立つ

が，1)会呉の)属潟性のところでで、みられたような忍:、L、i商E涜iばか

りでなくし， 弓予三5芥7規佼侠ゐは小さくともR財1/泣E一をもつている阻や体!ドよ

が多い1

3⑨〕 団体の活動約な俣倹側IJ菌との関係

活動[@こついては，とりあげている活動の稼却を中心

に9JJH1につし、て分析したが，次のようなことがし、えよ

うJQI3長;J2'ぶや倶楽就業人口の減少が大きい町村の団体

は，文化活動(合機関紙発行)や社会奉仕活動などには

予がまわりかねる団体が多く減少の度合の小さい打IJ村の

団体には一会歩ゆずるσ 叉自らを練磨する学習活動や実技

研修の具体的[/すれをみると，小まh¥I茨な団体が多い欽か多

[(JlY'!な '~f:習がなされている'i;1]合が{尽く，一団体ーテーマ

的/工学内〔研修)活動がなされている制令が減少の皮合

が大きし、I!IJi;;Jの団体では目立つのである

しかし減少の度合が大きいIlIr村に不利なことばかりで
はなく，スボ ツ・レクワェ ションなどはj、[Jってさか

んでおり，リynrri劾ベコフ:技研修をとりあげている!ii休の

と地域百年間活動

i七i絞もおく，学i句会の回数も多い。つまり，直接自己線障害

lこむすびっく活動阿は，より多くの団体がとりあげてお

り，そのテーマは多角的ではないが凶数は多く，せまく

読さい01:現活動が，専業民家や農業就楽人口の減少の度合

の大きな町村の団体ではなされているようにみうけられ

る。そして自分の属する団体は活発に活動していると考

えている団体も多いのである。

ここでは，減少の皮合の大きい町村において縮小ムー

ドや乏しさが目立っていた前2項に比絞して明かるい材

料が相当多くみられるのである。

結論(1)

以上三つの側面からみてきたことな総合すると，感染

農家やf主業就業人口の減少は，会員の構成的な孤に著し

い影響を与え不利な条件が多くみられるし，叉経済的で

は団体の収入にも不利な条件を与えている。したがって

専業農家や農業就業人口の減少の皮合が大きい町村の団

体は，活動而にも多くの不利をかかえ，活動の沈滞が当

然予想、されるところであった。しかし，表面的な観察の

結果では，そうした団体のブjが学習活動，生産活動など

活発な聞が多くみられ，学習や研修活動の内容をみる

と，学習(研修)は多角的ではないが，狭く添い学習が

なされている傾向がみいだせる。つまりそうした団体で

の活動は，あながち沈滞しているとはいえないばかり

か，先にみたいろいろな不利な条件を'%J，IIIにいれると，

去[Jって活発に活動がなされているとL北、うるのである。

それな，それらの団体の交任者もかなり自党しているこ

とがオコかった。

ところで，これまで述べてきた結論て、は，専業農家の

減少の皮合が大きいC型に脱する町村の間体と，t:J:業就

栄人口の減少の度合が大きい I型に属する町村の団体と

を全く区別せずに，これら何方の型の団体が同時に同じ

ような不利な条件下にあるかのごとく述べてきたが， C

-1立型は翌日として， C~自でも就業人口の減少の度合がよ

り低い二つの型に属する IIIJ村の団体と，医型でもW~長t生

家の減少の皮合がより低い二つの型に属するi主体のおか

れた司王将;は実際にはおおいに異なるはずである。どのよ

うな点が異なるのか，そしてどちらがより不利な条件下

にあるのか，再度総括に立返って検討してみよう。

1)の「団体;及び日!体構成長の属性」のところでは，関

係のでてきた10項目のうち，専業fk交の減少の!支合の方

とより深い関係のある項目は，会員の減少の理由のとこ

ろの項目のみであとはすべて民業就業人口の減少の度合

とょう派L、関係がみられる項目ばかりである。つまりド1'1

1よび同{付持成nの向性と~~く関係し，それに彩主?を与え
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ているのは，主に民業就業人口の減少の方であることが

わかる。

2)の f団体の絞済的倶IJI有iJをみると，収入のブj'et主，

[平均予算額j，1事業収入のある団体の比率j，1総予知:

中に占める会費収入の割合j，1会費JiJz.入の絶対額」など

の項目が専業農家の減少の度合と深い関係をもっており

農業就業人口の減少の度合の方との関係が訪れ、のは 11

人当りの会費月額J，1会費徴収実績」である。

財肢のブJでは， 1財産の有無jと「土地宏もっている団

体」が専業農家の減少の方と， 1運動用具j，1視聴覚機

兵J，1図書jv土農業就業人口の減少のブjと関係がある。

経済函では簿業農家の減少の方が関係の深い項目数も

多く，基本的な項目については，より大きな影響がある

ことがわかる。しかし，農業就業人口の減少の方も収入

国のかなり重要な点に影響を及ぼしていることも本尖で

ある。

めの「図体の活動的な側面Jでは 9項目中C型や I

?JIlにとって有利な関係ので、た項臼が一五つあった。この5

項目のうち「生産活動J，1実技研修j，1汚動の自己評

側Jという三三つの重要喜な項目について専業後家の減少の

ガが深い関係をもっている。一方， 1スポーツ・レクリ L

ージョンj，1学習ヲ活動の平均回数j とその他四つの不利

な条約二はいずれも設業就業人口の減少の方が訪日い関係を

もっている。

最古 議 (2)

ょう。

やや飛躍するかもしれないが，以上から次のようなこ

とがし、えないだろうか。

f;1主主だけでは生活がなりたってゆかなくなった状態に

おいて，農業就業者が農業から， E討すからひとおもいに

でていってしまう状態と，一方兼業化という中途半端な

型で農村社会に残ってゆく:りに態と二つ考えられるが，民

村I也市を対象とする地域青年同活動にとっては，中海半

端なかたちででも段村から出てゆかずに残留しているガ

がノド利をこうむる皮合が少なく，それだけ青年団活動を

やり難くする加も少ないのではないかということであ

るO

tミ村にずjって民民に接すると，1政府はlL!J:家を減らすこ
とをさかんに考えているJといい，役場にゆくと決業関係

の仕事をする人々は，r貧乏なfii家がg:討すにのこしておい
てもしかたがなしづということばをしばしばヰにする。

今一連の分析の給采，設業就業人口の減少は，決村山奇

少王子教青に欠くことのできない青年間活動に大きな影授

を与え，で75年['f!活動が沈滞してゆく最大な原悶のーっと

なっていることをみるとき，しばしばヰにするこのこと

ばに疑問をもたざるをえないのである。

農家戸数なへらすことはtt;ただけでは生活が成り立っ
てゆかない淡家をそのまま生産性の低い)1!l:9起に従事させ

ておくよりも，より生産性のおし、分野へ移動させ， 11支ノ:~，

以上みてくると，凶体及び団体機成員の属性は主に);~~ がでていった後のこ1二泌を残った民家がうけつぐことによ

業就業人口の減少の方が影響を与え，経済閣では専業123 ってti:業の経営規際なおめ， j;23長生産性の向上を計って

家の減少の方がより影響力が強L、ことがし、えるが，活動 ゆくことによって一石二，C~の効果があがりうることは車一

面での影響はねーにどちらが強いといえない。 尖であろう。

しかし，これは予期したほと事の効果をあげているので

この両者の影響からでてきた団体及び構成員の属性ゃ あろうか。少くとも77年四活動の沈滞のというマイナス
経済面の不利な条約Aを比絞すると，やはり良栄就梁人口 のー|滋をなしていそうである。そしてこれは，渋村の内

の減少の方がより多くの不利な条件の根源となっている 部構造が充実してくる間の一時的な現象としてかたづけ

ことは否めない。 られない点が多くある。

それが活動函にどのように反映しているのか。結局こ 最近みられる著しい農業就業人口の減少を助長するか

こでも，農業就業人口の減少が強くみられる町村の団体 のような農家戸数減少の政策は， 'E.!1:村に入手不足をきた

の方が専業農家の減少が強くみられる町村と比較して不 し，主主金の上対等によって経営規模が比絞的大きく，粍

幸IJな条件をせおわねばならなかった。自己を練磨する活 営も割合によい民家主ど徐々に}I泊してゆき，兼業化や麟

動防lの活発さが，不利な条件をはね返すようにでてきて 良なまねし、たとしたら，そしてそれが共同体としての氏

いたが，そのはね返しのカは， Z2業就業人口の減少の大 村社会を維持する最少必立さの52業就業人口を割ってしま

きい町村に属する団体のブJが弱い。 ったとしたら， illl，，<の条刊に}ぶまれた多くの農家にも大

結 論 (3) きな影手~~~を与え，一つの12村社会全体が農業を稚持する

結局，専業農家の減少よりも，農業就業人口の)jが古 ことが不可能になってしまうであろう。叉そこまで至ら

年団体に大きな影響を与え，団体のいろいろな[@.こ不幸IJ なくとも， tE:長就業人 ~1 がどんどん減少し，そうした状

な条件をうみだし，同体活動をやり難くしているといえ 態に近づきつつあるとLヴ級念は123会の先行をますます
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とり残されゆく

あやぶませ，減少を更におしすすめる結果になる。それ

はJJ年間活動に不利な条件を与え，活動が沈滞Lタ E2村
古年数宵の{与liitを;意味し， ti村に残って設業をやること

に日覚めた背年をより多くだすことも叉おぼつかなくな

るc 民家を減少さぜようとし、う政策が，本当に零細な農

家を減少させるのではなく，むしろ条件のよい段家の減

少をまねくとしたら，そこに恋循環がおこり， tE村青年

間活動の沈滞がますます顕著になってこよう。特に季節

労働を多く必要とする稲作I~業ならばなおさらのことで

ある。

工業や商業といった産業を一定のレベノレて、総持してゆ

くには，ある程度の予備j:k手が必要で、あろう。 農業にも向

様のことがし、えるのではあるまいか。工業や商業の高度

の成長はみずからの予備軍を吸収し枯渇させてしまっ

た。その予備準を農村から供給するということは，設業

を維持するうえに必要な予備軍を枯渇さぜ， IE業の斜陽

化に拍車をかけることになるであろう。農業予備率的な

存在の一団が，結局青年間活動をもりあげてゆく下ざさ

えのような役割をはたす立場にあり，存在は無視するこ

とはできない。

現在おかれたJ21村の青少年団体活動にみられる諸々の
怒条件を克服するためには，町村の指導機関や青年間の

迎合体などによって，単位E遺体の符編成がなされ，小規

模化や収入の零純化合ふぜく、方策を街力的におしすすめ

られなくてはならないことは云うまでもなL、が，一方で

は民家戸数をできるだけへらしてゆこうとする農業政策

に対する再検討もなされなくてはならないのではなかろ

うか。

脚 i主
(注1) 日本同勢関;~ 19o7--'P26より

(ii' 2) 1960![，を10日どすると166511ーは 112...fl本限努区12:1967ずp.205
より

くiI'3) íiKC繋JJ~i症を指数てみると 1960f{ を 100 とした勾;j- 1965年;こは

195…11/1二努閃.271967..之さ末付録 Iより

Ci1 4)γ 宅玄の球少字がえ，Z.rくなっ亡し、る半花IT. j車総の l@誇ヤ
索機会の増大によ~)て絞'ì1rm段拡大のな欲がそがれし， 1 例会 t奈

の場IJI1不かにぶつてケているJ".11本券関会1967'"p. 201 ~ 

2より
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料(2) 北海道心部Ihに却するえ少年グノレーブ活動に i沼「るぷ1
1ι研究JmH1J381-r: 3 }lo 2. r/}-jxlf二IllJJlg資料(3)，品3:!il-lj少年
の生活と;白、;埼J昭和39if3月。 3. r行少年!11jお資料く4!，北海
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Ci16) 北海道部dJにおける少年グJνープi吉効にI'Alずる z湾当研究J

p.37主1¥(1。
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17M体d'Jり〕。

地域青年間活動

Ci1 9) 授業従ド者が60%以上L、る団体の事しIIIJ村というの<， 
f寺町村の同体の会対会i汁060%以 tという時である。

ci.主1口〕 厳滑に20%で線をむかず， 10%代のi町村℃もf自の条件がよい場

{tl出h!ifl'"パランスをみあわせて対決に選んたので， l!1iR~I :U7.0 
%になった。

じ1'10 これら三三条仰は，分析対決数や)1自主主的なハランスをく Fさない

様配応したうえで俊民的にひいた革Jl!-'cあり，持;こ理論!f"ti一線拠
はない。

CiJ仁12) 衣 20)(1}ーくわ及-C:(7)，(8λ土手立立とてンナス， (6);1 f持勢

品'11't， (9)， (10)1主北海道授村水産統crより
(1土13) この点にもえぎF業主主家戸数の変化を分担干のお撚にした1担保があ

る。

く1上14) 主収主主のιl'に占める授業所得の試合を¥，うoUfj和35年;こに

64.0%だったものが，問和何年には50.1%1こさがって¥，る。

北海送技林水産統E汁・差是林1967及び1963年版より。

。七15) 北海辺の人口 総和40年一国勢調査人口総笈より。

Cii16) 巻末(付〕を参照。

ci主17) 参考のためにさを進地域単位均年凶の1003団体について築計され

7ニ(以下長J/l築計と称する〉結然をみると，終戦前の設立の筒

体37.1%，終戦から昭和初年のIUJの設立の間体38.9%，昭和31

4以後z没立の凶体24.0%である。ー北海滋町村絡における少
王週休活動;こ泌する誠研究巻末絞，;十資料より算出。

cl主18) 会議策，irの結栄， 31人以 tの団体1由.3%， 11~20人の間体67.1
%， 1日人以トの凶 i~え13.6%，前掲ニ1>司じ。

(iH9) 全μ 長:1の結染，女性の人数が労組iとInl数か;u以tの団体の
比三代土41.6弱。 .Ml潟 p.60より。

Cit20) わ邑*ιijーでは増IJ日開休日.9%，減少間体が45.5%，人数移動の

な¥'間体が'4.6%である。 前字詰巻末統日十資料より算出。

Ci主2)) 長ιiによる減少の埋111CM.A) 

結婚を3若乃Bとする問怜 65.5% 

転111 56.8% 

就職 54.8% 

t法令 グ 5.5% 

年齢のオーハ 4.3%

自I掲立ip.63より
Cit22) 全祭，:1によると

A and B and C and D....... ・合~;!- 0.3% 

AトBand B十Cand C十D…合，:/-11.1%

AトB十Cand B+C十D …・合，;166.7%

A+B+C十D............ …0・.."・・22.0%

鏑J号3巻末統資料より算出

(主i，23) 食道楽 2トによると p 災当産地千世を対象とせよずるMI+:がかなり人口
てくるために，授業に従る会民の比率は66.2%である。前
掲巻末統資料より察出。

CitW 会JU築:1によると，必卒以上の'}oB室の会況を合耳1本i主7ヨ.4%
である泌均 p.o9

Cit2円) 全J己主~，;I.O)J~j合を前巻末統，il- 'êi*'1 を参考iこ符ーすると 1 問
体、うり 6.4人ど点吋った。

Cit26) 去、.ìU悠こよると男子会気中;ニある授z哀のあとつ~A，i; 土 84.0%
であったo ...~lf Ji)，'l p.67より

CiJ27) 全j泣慾;1によると， JE主体河りの司'-)可子家焼t1:土35，607内であ
りた 0 ・前!l];'ip.72より
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'I，Hす γ36.2%
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Ci主29) でむによるドYJ収入て左京135，647IIV:100としたJ1JuのrTn
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5，000円以 Fのl母体 ・ 29.6%

001内 ~10，OOOPlの団体 35.2% 

。ノ
0
0
 



教育学部紀妥第 14号

10，日01円以上 グ …35.2% 
以上前掲ぎ巻末統J資料より努/:H

ci.主31) 全i詰祭による 1人"jりの会it月怒

30円以上の問問 48.4%

31 Pl ~60fgの γ :15.496

61円以上の ゲ 15.896 

その他 ρ 0.4巧

以七前お巻末統μi資料より鈴'11¥
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%である a
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ci主33) 主日tによると，対泣を…切 Lfこない11j悼の1Lヰ二16.8?6..，
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1'1::27ギ{士

44.7% 
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64.69u 
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u主36) 前i1l減fれまの10・riifuJ内容の (2)-ーく口〉における;仁，J治以ω分
析である。

目立ξ，，1によるや沼会の平均四欽{土731'1Io"'liili芯t.!}p. 80より

01'37) lluit)，河立の10・活動内容の (2)ー(ホ〉における集給*.cあ
o。
会近集，;]によると，この16効なとりあげている111:ドl土50.496

fÎÍJt~r!}巻末絞下}上りすJ:Wo

C1t38) 前倒でなされている当Li と\ì楽μi 方法が余くり，ミ~1、川

の10・活必内容1.3)昨年!立会:JH主<1'J:のil5ぬのHH'I'I'J内
容の1，1えぴ口の'i?l(教徒)， ).と技研修なーし上くたにし ζヨミ
を行なったo

Cit39) a) '1 産自'~'詳好く研修〉の主な内省土予 ~~1一般ミ支主
災t'jl ラジオ農業学校， プロジェクト、;::~l>lで宇である。

((J'40) b)生活的可(岡修):工，れJ'fロ誌でt に， '1 と
数長三等である。

90 

Ci141J長， 1の結果
a) 生活(l~'、子宮jをとりあげたおi体 52.35百

b) '1ニiTtU1j 50. E96 

c) /J年級と合併してったl主体 26.百戸5
d)議主・討治会等を 19.5% 

e) 交鋭、をかねたとi: 'i!1 ì~J訪を γ 10.5% 

f)間体運営学習その他を 1.796 

であでコ主二。

(1H2) 丘楽，[によると機関紙をもっている1'11体の比ヰ;土41.7%であ

る 北海主j:BJN郊におけるほ少年間fi:，:I!}tlニ隠する調研究巻

末*JC，i十資料より

Ci t43) 荘， 1 の :n1 ，~， 活 JC とナるI.'TIi主 13.9形，不活 TL と j る I立1 :仁

15.55話1 残りはふゥうとの回答であった。 前在京統

*1より界1.11
01'44) A.B.C， I，II.IIIのUりについて:土第I章第五百i5会娘。
Cii'45) ~:主，比例的:J!IIおこ」らるという，ièワ(以下 1;11 じ〉
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